政府調達実施指針に関する

2003年インドネシア共和国大統領令第80号

インドネシア共和国大統領は、

以下の事項を考慮し、

a. 中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)によって賄われる産品/サービスの政府調達がすべての当事者のために健全なる競争性、透明性、公開性、かつ公平性による処遇の原則に基づき効果的、かつ効率的に実施されることによって政府の任務および社会奉仕の円滑化の根拠となるよう、産品/サービスの政府機関が行う調達実施の指針に関する2000年大統領令第18号の整備が必要であるとされること、

b. 上記の趣旨のため、産品/サービスの政府調達の実施指針に関する大統領令を定める必要があること、

以下の法令に留意し、

1. 1945年憲法第4条（1）項、およびその4回目の改定により改定された1945年憲法同条項

2. 建設サービス（役務）実施に関する2000年政令第29号（2000年インドネシア共和国官報第64号、官報追補第3956号）

3. 中央政府予算の実施指針に関する2002年大統領令第42号（2002年インドネシア共和国官報第73号、官報追補第4212号）

第Ⅰ章　一般規定

第1部　用語の定義

第1条

本政令で述べる用語の定義は、次の通りである。

1． 政府調達とは、自主管理的並びに産品・サービス供給者によって実施される国家・地方政府予算により賄われる産品・サービスの調達活動を云う。

2． 調達使用者とは、事務所長/事業所長/プロジェクト長/プロジェクト各部長/地方予算の使用者/或いは特定の業務/プロジェクトの部署において物品・サービスの調達に責任を有する業務実施者としての看做された職員を云う。

3． 産品・サービス調達の供給者とは、産品・サービスを供給する事業団体或いは個人を云う。

4． 事務所長・事業所長とは、政府経常歳入資金により支出される産品・サービスの調達に責任を有する省庁の基幹職である。

5． プロジェクト長/プロジェクト各部長とは、政府予算の開発予算により支出される産品・サービスの調達に責任を有する者として　大臣/各庁の長・州総裁、県知事/市長/又は代理により指名された職員を云う。

6． 地方予算の使用者とは、地方予算の資金より支出される産品・サービスの調達に責任を有する州/県/市政府における職員を云う。

7． 看做された職員とは、国家予算/地方予算により支出される物品・サービスの調達に責任を有するものとして、国軍（TNI）/共和国警察(Polri)/地方政府/インドネシア銀行（BI）/公団（BHMN）/国営企業（BUMN）の権限を有する者から指名された職員を云う。

8． 調達委員会とは、産品・サービス調達供給者の選定のために産品・サービスの使用者から指名されたチームを云う。

9． 調達官とは、財貨の使用者からRp50,000,000までの金額の産品・サービス供給者を選ぶ際、産品・サービスの使用者から指名された職員を云う。

10． 産品・サービス調達の供給者の選定とは、実際の仕事を任された産品・サービスの供給者を決定する活動を云う。

11． 産品とは、使用者により仕様書が決定される原料、半製品、製品/装備を含む形状と内容をもつ物品を云う。

12． 建設工事施工サービスとは、その技術的計画や仕様書は物品・サービスの使用者が決定し、実施のプロセスは物品・サービスの使用者が監督する建設或いはその他実在物を実現する業務サービスを云う。

13． コンサルタント・サービスとは、建設計画サービス、建設監理サービス或いはその他の専門的実施サービスを含む分野で、特定の目的を達成することにおいて、サービスの使用者が決定する業務の大枠に基づきシステマティックに編成され、出来上がりが無形ソフトウエアーな形となる専門的専門サービスを云う。

14． その他のサービスとは、コンサルタントサービス、建設工事施工サービス、供給サービス以外の全ての事業或いはサービス提供を云う。

15． 政府調達の専門証明書とは、政府の産品・サービスの調達においてその適性と専門的能力を証明するものであって、産品の使用者/調達委員会/調達官のメンバーとして認められる条件を云う。

16． 調達書類とは、産品・サービスの供給候補者が応札書類を作成、送付する為に、同時に調達委員会/調達官が応札を評価する為に調達委員会/調達官が用意する文書を云う。

17． 契約書とは、産品・サービスの調達において、産品・サービスの使用者と供給者の関係を拘束するものである。

18． 小規模協同組合を含む小企業とは　小企業についての法律　1995年第9号に規定された条件を満たす小規模の大衆経済活動を云う。

19． 保証書とは、産品・サービスの供給者としての条件/義務を満たすことを担保する為、産品・サービスの供給者がその使用者に対し提出する銀行或いはその他の金融機関により作成された文書による保証を云う。

20． パートナーシップとは、国内或いは海外の物品・サービスの供給者間の事業協力であり、各々が、文書による約束として記載されたお互いの合意に基づく明確な権利と義務或いは責任を持つことを云う。

21． 誠実協定とは、産品・サービスの使用者/委員会/調達官/供給者により署名され、その内容は物品・サービスの調達において癒着、汚職、縁故（KKN）を防ぎ、起さないための協定文書である。

22． 複雑な事業とは、高等技術を要しリスクも高く装備も特殊で金額がRp50,000,000,000（5百億）を超える事業を云う。

第2部 趣旨と目的

第2条

(1) 本大統領令発効の趣旨は、中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)によって費用の一部あるいは全てが賄われる産品/サービスの調達実施を規定するためである。

(2) 本大統領令発効の目的は、中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)によって費用の一部あるいは全てが賄われる産品/サービスの調達実施を効率的、効果的、公開性と競争性、透明性、公平性/非差別、かつ説得力のある論理に基づく方法で実行するためである。

第3部 基本的原則

第3条

産品/サービスの調達は、以下の諸原則を履行する義務がある。

a. 効率的とは、産品/サービスの調達を限定された資金と労力を使って最短時間内に決められた目標を達成するために処理され、かつ責任の持てるものでなければならないことを云う。

b. 効果的とは、産品/サービスの調達が定められた目的に基づくものであり、かつ決定された目標に応じた最大限の効果をもたらすことができることを云う。

c. 公開性と競争性とは、産品/サービスの調達が条件を満たす産品/サービス供給者に対して公開されるもので、また同等の産品/サービス供給者間での健全な競争を通して行われ、また明確で透明性のある規定と手続きに基づく一定の条件/基準を満たすものでなければならばならないことを云う。

d. 透明性とは、調達管理の技術的条件、評価方法、評価の結果、産品/サービス供給参加者の決定、供給を希望する産品/サービス供給参加者並びに広く一般住民に対する公開性を含む産品/サービスの調達に関する全ての規定と情報を云う。

e. 公平性（非差別）とは、産品/サービス供給を希望する全ての者に対し同等の処遇を提供し、またいかなる方法や理由にせよ特定の関係者への利益提供の味方をしないことを云う。

f. 説得力のある論理とは、産品/サービスの調達に関する現行の原則並びに規定に基づき物質的、財政的にも、また行政の公共的および社会奉仕の任務遂行円滑化のための効果的目標を到達しなければならないことを云う。

第4部 一般的執行方針

第4条

産品/サービス調達における政府の一般的執行方針は、以下の通りである。

a. 国際貿易における産品/サービスの国内生産競争力強化の枠組みの中で雇用の拡大や国内産業振興を目標とする国内産品、調達企画と国内技術利活用の増進

b. 産品/サービスの調達における小規模協同組合や住民集団を含む小規模事業参加の強化

c. 産品/サービスの調達における意思決定過程迅速化のための規定および方法の簡素化

d. 産品/サービスの使用者、調達委員会/調達官、および産品/サービス供給者のプロフェショナリズム（専門職業性）、自立心並びに責任感の向上

e. 税務部門を通じた国家収入の増収

f. 国家事業参加の促進強化

g. 　産品/サービス供給者選定の実施を統一インドネシア共和国領域内で実施することの義務化

h. 機密的性格を帯びる産品/サービスの調達を除く産品/サービスの調達計画の公開告示を一般住民に対して各予算実施の初期段階に行うことの義務化

第5部 調達倫理

第5条

産品/サービス調達実施における産品/サービス使用者、産品/サービス供給者、並びに関係当事者は、次の倫理を遵守しなければならない。

a. 産品/サービスの調達趣旨の円滑なる達成と定時性の目標を達成するための責任感、および秩序正しい任務の遂行。

b. 誠実心に基づくプロ意識と自立心を持ち業務を行うと共に産品/サービス調達に関する逸脱の発生を回避すべく秘密にすべき産品/サービス調達書類の秘密厳守。

c. 不健全な競争発生の予防、回避のため直接的、間接的な相互影響を及ぼさないこと。

d. 関係者の合意に基づき規定されるあらゆる決定を受け入れ、かつ責任をもつこと。

e. 産品/サービスの調達過程において直接的、間接的な関係当事者の利害の衝突発生の回避と予防（利害の衝突）

f. 産品/サービス調達における国家財政の浪費や漏損の発生の回避と予防。

g. 直接的にも間接的にも国家に損害をもたらす個人、集団あるいは他の当事者の利益のための権限乱用および/あるいは通謀の回避と予防

h. 産品/サービス調達との関係の存在が判明したり、あるいは関連があると推測されるいかなる者に対していかなる形の贈物や対価の申入れ並びに授受を行わず、かつ授受を約さないこと。

第6部 調達の執行

第6条

産品/サービスの政府調達の執行は、以下の方法で実行される。

a. 産品/サービスの供給者の利用方法

b. 自主管理方法

第7部 適用範囲

第7条

(1) 本大統領令の適用範囲は、次の通りである。

a. 費用の一部あるいは全てが中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)に割り当てられる産品/サービスの調達

b. 費用の一部あるいは全てが外国借款・贈与(PHLN)で賄われ、当該外国援助提供者の産品/サービス調達の指針および規定に基づく、および/または矛盾しない産品/サービスの調達

c. 費用の一部あるいは全てが中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)に割り当てられ、インドネシア中央銀行(BI)、公団(BHMN)、国営企業(BUMN)、地方自治体公社(BUMD)の範疇における投資を目的とした産品/サービスの調達

(2) 中央政府予算の資金で賄われる産品/サービスの政府調達の処置は、大臣/各機関管理者/国軍司令官/国家警察庁長官/中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業取締役会の決定により事後処理される場合は本大統領令の規定に常に基づくこととし抵触してはならない。

(3) 州政府予算の資金で賄われる産品/サービスの政府調達を定める州規則/州首長の決定は、本大統領令の規定に常に基づくもので抵触してはならない。

第II章 産品/サービス供給者が実施する調達

第1部 調達費用

第8条

省庁/中央行政機関/各機関/国軍/国家警察/州政府/公団/国営企業・地方自治体公社は、中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)で賄われる産品/サービスの調達実施支援のための事業管理費用を供与しなければならない。すなわち、

a. 産品/サービス使用者、調達委員会/調達官、財務担当官および事業スタッフの報酬

b. 産品/サービス調達の告示

c. 産品/サービス調達書類および/あるいは事前資格審査書類の作成

d. 産品/サービス調達の実施支援に必要なその他の管理

第2部 関係者の基本的任務と条件

第1節 産品/サービス使用者の条件と基本的任務

第9条

(1) 産品/サービス使用者は、次の条件を満たさなければならない。

a. 倫理的誠実心を有すること

b. 高い規律を有すること

c. 当人に与えられた任務を遂行するための責任感および技術的資格並びに管理者的素質を有すること

d. 産品/サービスの政府調達の適正証明書を有すること

e. 決断能力を有し、断固たる行動をとり、態度および言動において模範となり、かつ汚職/癒着/縁故(KKN)に決して関与しないこと

(2) 第(1)項で述べる条件による当該事業部署管理者の提案に基づき、産品/サービス使用者は、大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業・地方地自体公社取締役会の決定書または権限を与えられた担当官によって任用される。

(3) 産品/サービス調達における産品/サービス使用者の基本的任務は、以下の通りである。

a. 産品/サービス調達計画の作成

b. 産品/サービス調達委員会/調達官の任用

c. 国内生産物利用の段階的拡大および小規模協同組合並びに住民集団を含む小規模事業のための雇用機会の拡大に関する規定を伴う事業企画提案の決定

d. 調達委員会が作成する調達の参考見積価格(HPS)、スケジュール、実施方法および場所の決定と承認

e. 職務権限に基づく調達委員会/調達官の調達結果の決定と承認

f. 現行の規定に基づく産品/サービス供給者の権利となる前払い金額の決定

g. 産品/サービス供給者側との協定/契約の準備と実施

h. 政府機関管理者への産品/サービス供給の実施/合意の報告

i. 協定/契約実施の管理

j. 産品/サービス調達結果の資産およびその他の資産に関する提出報告書を大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/市長、中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業・地方自治体公社取締役会へ提出

k. 産品/サービス調達実施の開始前に誠実協定に署名

(4) 産品/サービス使用者は、中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)で賄われる活動/事業向けの予算準備が出来ず、あるいは予算の準備が十分でなく用意された予算期限を超過する結果を生むような場合は、産品/サービス供給者との契約の拘束を行ってはならない。

(5) 産品/サービス使用者は、実施する産品/サービスの調達に対する運営管理、物質的、金銭、および機能面の責任を持たなければならない。

第2節 調達委員会/調達官の設置、条件、基本的任務、構成員

第10条

(1) 調達委員会は、Rp.50,000,000 （5千万ルピア）を超える金額による全ての調達に設置が義務付けられる。

(2) Rp.50,000,000（5千万ルピア）までの金額による調達の場合は、調達委員会あるいは調達官が実施することができる。

(3) 調達委員会の委員は、自らの機関あるいは他の専門機関の公務員であることとする。

(4) 上記の第（1）項および第（2）項で述べる調達委員会/調達官は、次の条件を満たさなければならない。

a. 任務遂行における倫理的誠実性、規律および責任感を有すること

b. 実行される業務全体を把握していること

c. 該当する調達委員会/調達官の任務となる特定の業種を把握していること

d. 本大統領令に基づく調達書類および調達方式・手続きの内容を把握していること

e. 調達委員会・調達官として任用し、それを決定する職員との家族関係を有さないこと

f. 産品/サービスの政府調達の適正証明書を有すること

(5) 委員会は、当該機関の関係者あるいは他の外部機関からの最低3名の委員で構成され、委員は調達の方法、当該および他の必要な部門の業務/活動の内容を把握していること

(6) 調達官は1名のみで、調達の方法、当該および他の必要な部門の業務/活動の内容を把握していること

(7) 調達委員会/調達官としての在職の禁止

a. 産品/サービスの利用者および財務官

b. その機関が必要とする産品/サービス調達のための調達委員会/調達官となることを除く財政開発監督庁、省総監府、非省庁政府機関の総括総監、州/県/市の監督庁、インドネシア中央銀行/政府公団/国営企業/地方自治体公社の内部監督庁の職員

第3節 産品/サービス供給者の条件

第11条

(1) 調達実施における産品/サービス供給者の条件は、次の通りである。

a. 産品/サービス供給者として事業/活動を実行するための関係法令の規定を満たすこと

b. 産品/サービスを供給するための専門知識、経験、技術的および管理者的能力を有すること

c. 裁判所の管理下におかれていないこと、破産していないこと、事業活動が休業中の状態でないこと、および/あるいは会社を代表する取締役が現在刑事制裁を受けている状態でないこと

d. 契約に署名する法的資格を有すること

e. 納税者としての最新年度の納税義務を満たし、かつ最新年度の確定申告(SPT)、所得税(PPh)提出受領証明書の写しおよび所得税法第29条の税納付書の写しを添付し証明できること

f. 最近4ヶ月間に下請け契約の経験を含む政府あるいは民間の範疇における産品/サービス供給の業務を取得したことがあること

g. 産品/サービス供給に必要な人材、資本、装備および施設を所有していること

h. ブラックリストに記載されていないこと

i. 定まった明確な住所を持ち、郵便物が届くこと

j. 特に産品/サービスの個人供給者に対する条件は上記f.を除き同一である。

(2) 建設サービス事業の履行において配属される専門職は、次の条件を満たさなければならない。

a. 納税者番号(NPWP) および納税証明書を所有すること

b. 国立大学または権限を有する政府機関によって認可された私立大学を卒業、あるいは国家試験合格者、または卒業証書が高等教育部門において権限を持つ政府機関によって認められた外国の大学を卒業していること

c. 当該部門の経験を有すること

(3) 公務員、中央銀行職員、公団/国営企業/地方自治体公社の職員は、当該者が国/公団/国営企業/地方自治体公社の責任外において休暇をとった場合を除き産品/サービス供給者になることは出来ない。

(4) 当該者の参加が利害の衝突を生じる産品/サービス供給者は、産品/サービス供給者になることは出来ない。

(5) 条件の充足は、調達委員会/調達官による事前資格審査および事後資格審査課程を通して評価される。

第3部 産品/サービス供給者の選定実施スケジュール

第12条

産品/サービス使用者は、告示の公表、書類取得のための機会、書類検討のための機会および入札書類準備のための十分な時間を割り当てる義務がある。

第4部 参考見積価格の編成

第13条

(1) 産品/サービス使用者は、専門的に計算され、かつ責任の持てる資料に基づいた参考見積価格(HPS)を所有しなければならない。

(2) 参考見積価格は、調達委員会/調達官が作成し、産品/サービス使用者が決定する。

(3) 参考見積価格は、その明細を含む入札価格の適正性を評価すると共に、低すぎる価格と評価される入札に対しては執行保証金額の追加額を決定するための手段として適用される。

(4) 参考見積価格の総額は、公開され、かつ機密性を持たない。

(5) 参考見積価格は、保証金額の追加を決定する上での参考のひとつである。

第5部 事前資格審査および事後資格審査

第1節 事前資格審査および事後資格審査の原則

第14条

(1) 事前資格審査とは、入札の記載登録前における産品/サービス供給者の事業資格および能力並びにその他の特定条件の充足に関する評価過程である。

(2) 事後資格審査とは、入札の記載登録後における入札の記載登録前の産品/サービス供給者の事業資格および能力並びにその他の特定条件の充足に関する評価過程である。

(3) 調達委員会/調達官は、産品/サービス調達およびその他の請負サービスの一般競争が公平、透明、かつできる限り多くの産品/サービス供給者が参加し健全なる競争推進のための事後資格審査を実施しなければならない。

(4) 事前資格審査は、複雑な業務のための直接指名、限定競争および直接選定方式によるコンサルタント・サービスの調達、並びにその他の産品/サービス/請負サービス/サービスの調達に対して実施されなければならない。

(5) 調達委員会/調達官は、複雑な産品・サービス/請負サービス/その他のサービスの調達の一般競争に対する事前資格審査を行うことができる。

(6) 事前資格審査および事後資格審査過程において、調達委員会/調達官は、本大統領令の規定あるいはより上位の関係法令で規定された以外の事前資格審査/事後資格審査条件を追加してはならない。

(7) 決定された事前資格審査/事後資格審査の条件は、広域的で健全なる競争が実現されるための活動実施に必要な最小限の条件でなければならない。

(8) 産品/サービス使用者は、産品/サービス調達に条件付けられる全書類を要求せず資格審査申請書で充分とする事前資格審査過程の簡素化を行う義務がある。

(9) 産品/サービス供給者は、提出される資格審査申請書のすべての情報は真実であり、万一届出の情報に不実/虚偽が発覚した場合は当該者に対して落札者候補としての取り消し制裁が課せられ、最低2年間ブラックリストに掲載され、かつ今後2年間の調達参加の禁止、並びに民事および刑事告訴される旨の印紙付き声明書に署名しなければならない。

(10) 事前資格審査および事後資格審査過程において、調達委員会/調達官は、産品/サービス調達場所の州/県/市以外の産品/サービスに調達希望者の参加の禁止、妨害および制限してはならない。

(11) 省庁/中央行政機関/各機関/国軍/国家警察/州政府/公団/国営企業/地方自治体公社は、特定の期間における調達の目的に有効な大量の事前資格審査を実施することは出来ない。

(12) 産品/サービス供給者の選定の各過程において、産品/サービス使用者および調達委員会/調達官は、調達書類の作成費用を除き産品/サービス供給者に対していかなる費用も科したり、あるいは徴収してはならない。

第2節　事前資格審査および事後資格審査の手続き

第15条

(1) 一般事前資格審査は資格審査公表、資格書類の受け付け、資格書類の点検、評価合格の参加候補者の決定、事前資格評価結果の公表を含むプロセスとなる。

(2) 一般事後資格審査のプロセスは同時に応札書類を添付した資格書類の受け付け・点検及び　落札者或いはその予備になるであろうと推薦された参加者に対しては資格書類が評価される。

第6部 調達制度決定の原則

第16条

(1) 産品/サービス供給者選定方法を含む調達制度を決定するための入札書類送付方法、入札評価方法、および契約の種類は、産品/サービスの種類、性質および金額並びに指定場所の状況、社会的重要性並びに既存の産品/サービス供給者数を考慮する必要がある。

(2) 調達企画の提案計画作成において、産品/サービス使用者は委員会と共に国内産品や小規模事業の利活用、並びに小規模協同組合および地域住民のための機会の拡大を最大限利活用する義務を有する。

(3) 調達制度の決定において、産品/サービス使用者は、

a. 効率性、健全なる競争、制度の統一化、小規模事業の技術的な質および能力を無視することなく小規模協同組合を含む小規模事業に対する調達企画提案を出来る限り多く供給する義務がある。

b. 業務の性質や効率性の程度から判断し本来それぞれの地方で実施されなければならない活動であり、かついくつかの地方に広がる活動を統一化、集中化したりしてはならない。

c. 業務の性質やその額の程度から判断し本来小規模協同組合を含む小規模事業が履行しなければならないいくつかの事業企画提案を統一してはならない。

d. 差別的で客観性のない調達基準や条件を定めてはならない。

第７部　建設工事施工の物品・サービスおよびその他のサービス調達の手順

第１節　建設工事施工の物品・サービスおよびその他のサービス供給者の選定方法
第17条

(1) 建設工事施工・その他のサービス供給者の選定は、基本的には一般入札の手法で行われる。

(2) 一般入札は、建設工事施工・その他のサービス供給者の選定の手法で、全国的メディアを通じ或いは一般事項の為の正式な公示の掲示板を通じて実業界の国民全てに興味と資格があれば参加できるよう広く知らせる公開のものである。

(3) 複雑な事業に属する産品・サービスの供給者が制限される場合は、産品・サービスの供給者の選定は制限的入札で行う事が出来る。全国的メディアを通じ或いは一般事項の為の正式な公示掲示板を通じて公示でも資格を満たすその他の供給者に機会を与える為に既に能力あり確信される供給者を記載する。

(4) 一般或いは制限入札がそのコストの面から見て効率的でないと評価される場合は直接選定方法で行う事が出来る。これは応札書類の出来るだけ多く、少なくとも３件を比較して行うもので事前資格審査に合格した供給者であり技術もコストも交渉出来且つ最低でも公式公示掲示板で、或いは出来るだけインターネットで公示されるものである。

(5) 特定或いは特別の場合、産品・サービスの選定は技術もコストも交渉し従い契約金額は真性なもので技術も責任を果たせるとされた１社に直接指名法で行う事が出来る。

第2節　建設工事施工およびその他のサービスの供給者選考における応札書類の提出方法

第18条

(1) 建設工事施工およびその他のサービス提供者の選択においては、調達される産品・サービスの種類に応じて、3つの応札書類提出方法から１つを選ぶことができる。選択された応札書類提出方法は入札書類に記載されなければならない。3つの応札書類提出方法とは：

a. １封筒方式

b. 2封筒方式

c. 2段階方式

(2) 1封筒方式とは、手続き条件と技術条件、および提示価格から成る応札書類を封がされた１つの封筒に入れて調達委員会／担当官に提出する方法である。

(3) ２封筒方式とは、手続きおよび技術条件を封がされた第I封筒に、提示価格を封がされた第II封筒にそれぞれ入れ、さらにこの第I封筒と第II封筒を１つの封筒に入れて調達委員会／担当官に提出する方法である。

(4) ２段階方式とは、手続きおよび技術条件を封がされた第I封筒に、提示価格は封がされた第II封筒に入れ、異なる時期に別々に2段階に分けて提出する方法である。

第3節　産品・サービス並びに建設工事施工及びその他のサービス供給者選考における入札の評価

第19条

(1) 産品・サービス並びに建設工事施工及びその他のサービス供給者の選択においては、調達される産品・サービスの種類に応じて、３つの入札評価方法から１つを選ぶことができる。選択された入札評価方法は入札書類に記載されなければならない。３つの入札評価方法とは：

a. 標準審査手続きによる評価方法

b. 点数制による評価方法

c. 経済的寿命（産品の製造時、使用時、廃棄時、リサイクル時を含めたライフサイクルにわたる総コスト）に基づく評価方法(Economic Life Cycle Cost)

(2) 標準審査手続きによる評価方法とは、物品・サービス供給者の選択書類で定められた要件を満たしているかどうかについて応札書類を審査、比較する方法で行われる入札評価。評価プロセスは、手続き条件の評価、技術条件の評価、価格適正評価の順で行われる。各段階で評価を通過しなかった産品・サービス提供者を不合格とする。

(3) 点数制とは、物品・サービス供給者の選択書類で定められた要件および評価に基づき、評価される各要素について特定の点数をつけ、その総合点を入札参加者間で比較する方法で行われる応札評価である。

(4) 経済的寿命総コストに基づく評価制とは、産品・サービス提供者の選択書類で定められた要件および評価に基づき、応札される物品の経済的寿命別に評価される技術的および価格の諸要素について評価する方法で行われる入札評価。この諸要素の評価はある特定の通貨単位に換算され、その合計額が入札参加者の間で比較される。

(5) 応札書類の評価に際しては、産品・サービス提供者選択委員会／担当官には、いかなる理由にせよその評価の条件や方法を変更、追加、および削減したり、また入札後の修正的な他の行為を行うことは許されない。

第4節　産品・サービス並びに建設工事施工およびその他のサービス供給者選考手続き

第20条

(1) 一般競争入札（公開入札）方式による建設工事施工サービスおよびその他のサービス供給者選考の手続き

a. 事前資格審査について

1) 事前資格審査の公示

2) 事前資格審査書類の取得

3) 事前資格審査書類の記載登録

4) 事前資格審査書類の評価

5) 事前資格審査結果の決定

6) 事前資格審査結果の公示

7) 事前資格審査の異議申し立て期間

8) 事前資格審査合格者に対する招聘

9) 公開入札書類の取得

10) 入札の説明会

11) 入札書類説明報告書の作成と変更

12) 入札の記載登録

13) 入札の公開

14) 入札の評価

15) 落札者の決定

16) 落札者の評価

17) 異議申し立て期間

18) 落札者の指名

19) 契約の署名

b. 事後資格審査について

1) 公開入札の告示

2) 入札参加登録

3) 公開入札書類の取得

4) 説明会

5) 入札書類説明書の作成と変更

6) 入札の記載登録

7) 入札の公開

8) 資格審査評価を含む入札の評価

9) 落札者の決定

10) 落札者の告示

11) 異議申し立て期間

12) 落札者の指名

13) 契約の署名

(2) 限定入札方式による建設工事施工サービスおよびその他のサービス供給者選考の手続き

a. 選考された参加者に対する通知と確認

b. 限定入札の告示

c. 事前資格審査書類の取得

d. 事前資格審査書類の記載登録

e. 事前審査審査書類の評価

f. 事前資格審査の決定

g. 事前資格審査結果の通知

h. 事前資格審査の異議申し立て期間

i. 事前資格審査合格者に対する招聘

j. 説明会

k. 入札書類説明書の作成と変更

l. 入札の記載登録

m. 入札の公開

n. 入札の評価

o. 落札者の決定

p. 落札者の公示

q. 異議申し立て期間

r. 落札者の指名

s. 契約の署名

(3) 直接選考方式による建設工事施工サービスおよびその他のサービス供給者選考の手続き

a. 直接選考の告示

b. 事前資格審査書類の取得

c. 事前資格審査書類の記載登録

d. 事前資格審査書類の評価

e. 事前資格審査結果の決定

f. 事前資格審査結果の通知

g. 事前資格審査の異議申し立て期間

h. 直接選考書類取得の招聘

i. 説明会

j. 入札書類説明書の作成と変更

k. 入札の記載登録

l. 入札の公開

m. 入札の評価

n. 落札者の決定

o. 落札者決定の通知

p. 異議申し立て期間

q. 落札者の指名

r. 契約の署名

(4) 直接指名方式による建設工事施工サービスおよびその他のサービス供給者選考の手続き

s. 選考された参加者に対する招聘

t. 事前資格審査書類および直接指名書類の取得

u. 事前資格審査記載登録、資格評価、説明会および入札説明書の作成

v. 入札の記載登録

w. 入札の評価

x. 技術的および費用的折衝

y. 産品・サービス供給者の決定と指名

z. 契約の署名
第8部 コンサルタント・サービス調達制度

第1節 コンサルタント・サービスの選定実施の準備

第21条

(1) 産品/サービス使用者は、業務指示書を作成し、調達委員会/調達官に提示する。

(2) 調達委員会/調達官は、参考見積価格(HPS)、業務指示書を含むコンサルタント・サービス提供者選考書類、管理条件、技術的条件、財務条件、コンサルタント・サービス提供者選定方式、入札書類提出方式、入札評価方式、および適用される契約の種類を作成する。

第2節 コンサルタント・サービス提供者の選定方法

第22条

(1) コンサルタント・サービス提供者は、基本的に一般選定を通して実行されなければならない。特定の状態におけるコンサルタント・サービス提供者選定は、限定的選定、直接選定、あるいは直接指名を通して実行することができる。

(2) 一般選定とは、一般住民が知り、興味を持ち、かつ資格を満たすコンサルタント・サービス提供者が入札参加できるような公開方式、即ちマスメディア（情報機関）および情報公開のための公式掲示板を通して広く公表する事前資格審査過程を経て選ばれる最終選考に残るコンサルタント・サービス提供者の選定方式を云う。

(3) 限定選定とは、複雑な業務でその業務実施能力のあるサービス提供者の数が限定されると思われる業務のためのコンサルタント・サービス提供者の選定方式を云う。

(4) 選考費用の観点から効率的でないと評価される一般選定あるいは限定選定方式の場合のコンサルタント・サービス提供者の選定は、直接選定、即ち直接選定されるコンサルタント・サービス提供者に対する事前資格審査過程を経て決定される参加者の最終選考に残り、また少なくとも情報公開あるいは電子メディア（インターネット）の公式掲示板を通じて公表するコンサルタント・サービス提供者の選定方式によって実施することができる。

(5) 特定の状態あるいは特別の状態におけるコンサルタント・サービス提供者の選定は、技術面や費用的観点からの折衝を通じて妥当な費用と技術的にも責任の持てる資格を満たす1つのコンサルタント・サービス提供者を指名することによって実施することができる。

第3節 コンサルタント・サービス提供者の選定における入札書提出方法

第23条

(1) コンサルタント・サービス提供者選定においては、行われるコンサルタント・サービスの種類に基づく3つの入札書類提出方式のうちから1つを選ぶことができ、それを選定書類に記載しなければならない。

(2) コンサルタント・サービス入札書類の提出方式の対象は、以下の通りである。

a. 1封筒方式

b. 2封筒方式

c. 2段階方式

第4節 コンサルタント・サービス提供者の選定のための入札評価方法

第24条

(1) コンサルタント・サービス提供選定においては、行われるコンサルタント・サービスの種類に基づく5つの入札評価方式のうちから1つを選ぶことができ、それを選定書類に記載しなければならない。

a. 品質評価方式

b. 品質および費用評価方式

c. 予算シーリング（限度枠）評価方式

d. 最低費用評価方式

e. 直接指名評価方式

(2) 品質評価方式とは、最善な技術入札の品質、さらに技術的説明と費用の折衝に基づくコンサルタント・サービスの入札評価を云う。

(3) 品質および費用評価方式とは、技術的入札および修正費用の最善な組合せ、さらに技術的および費用の折衝に基づくコンサルタント・サービス調達の評価を云う。

(4) 予算シーリング（限度枠）評価方式とは、修正済み費用入札が予算限度枠を下回るか、あるいは同じ額の入札参加者からの最善な技術入札の質、さらに技術説明並びに費用の折衝に基づくコンサルタント・サービス調達の評価を云う。

(5) 最低費用評価方式とは、技術入札額が規定された技術的条件の限界を超えたコンサルタントからの修正済み最低価格による費用入札、さらに技術説明並びに費用の折衝に基づくコンサルタント・サービス調達の評価を云う。

(6) 直接指名評価方式とは、技術説明並びに費用の交渉が行われた後に正当性が証明でき、かつ技術的な質および適切な費用に基づく唯一のコンサルタント・サービス入札に対する評価を云う。

第5節 コンサルタント・サービス提供者選考手続き

第25条

(1) 一般選考方式によるコンサルタント・サービス提供者の選定手続きの対象は、以下の通りである。

a. 品質評価方式、2封筒方式

1) 事前資格審査の公示

2) 事前資格審査書類の取得

3) 事前資格審査書類の記載登録

4) 事前資格審査書類の評価

5) 事前資格審査結果の決定

6) 事前資格審査結果の公示

7) 事前資格審査の異議申し立て期間

8) 最終選考候補者名簿に残ったコンサルタントに対する招聘

9) 一般選定書類の取得

10) 入札説明書

11) 選考書類説明報告書の作成と変更

12) 入札の記載登録

13) 管理および技術入札の開札（I封筒）

14) 管理および技術の評価

15) 技術水準の決定

16) 技術水準の通知・開札（落札者）

17) 異議申し立て期間

18) 最良の技術水準の価格入札（II封筒）の開札

19) 技術的説明と費用の交渉

20) 落札者の指名

21) 契約の署名
b. 品質評価方式、2段階方式

    1)  事前資格審査の公示

　　2)  事前資格審査書類の取得

　　3)  事前資格審査書類の記載登録

    4)  事前資格審査書類の評価

    5)  事前資格審査結果の決定

    6)  事前資格審査結果の公示

    7)  事前資格審査の異議申し立て期間

    8)  最終選定候補者名簿に残ったコンサルタントに対する招聘

    9)  一般選定書類の取得

    10) 入札説明書

    11) 選考書類説明報告書の作成と変更

    12) 第I段階、管理および技術入札の記載登録

　　13) 管理および技術入札の開札

　　14) 管理および技術の評価

    15) 技術水準の決定

    16) 技術水準の通知・公示（落札者）

    17) 異議申し立て期間

    18) 第II段階、費用入札の記載登録のための最良技術水準（落札者）の招聘

　　19) 費用入札の記載登録

    20) 費用入札の開札

　　21) 技術的説明と費用の交渉

22) 落札者の指名

23) 契約の署名
　　c.  品質および費用評価方式、2封筒方式

14) 事前資格審査の公示

15) 事前資格審査書類の取得

16) 事前資格審査書類の記載登録

17) 事前資格審査書類の評価

18) 事前資格審査結果の決定

19) 事前資格審査結果の公示

20) 事前資格審査の異議申し立て期間

21) 最終選定候補者名簿に残ったコンサルタントに対する招聘

22) 一般選定書類の取得

23) 入札説明書

24) 選考書類説明報告書の作成と変更

25) 入札の記載登録

26) 管理および技術入札の開札（I封筒）

27) 管理および技術の評価

28) 技術水準の決定

29) 技術水準の通知・公示（落札者）

30) 技術的評価合格参加者に対する入札公開の招聘

31) 費用入札の開札（II封筒）

32) 費用評価

33) 技術および費用の組合せ見積もり

34) 落札者の決定

35) 落札者の公示

36) 異議申し立て期間

37) 落札者との技術的説明と費用の交渉

38) 落札者の指名

39) 契約の署名
d. 予算シーリング（限度枠）評価方式、2封筒方式

1) 事前資格審査の公示

2) 事前資格審査書類の取得

3) 事前資格審査書類の記載登録

4) 事前資格審査書類の評価

5) 事前資格審査結果の決定

6) 事前資格審査結果の公示

7) 事前資格審査の異議申し立て期間

8) 最終選定候補者名簿に残ったコンサルタントに対する招聘

9) 入札説明書

10) 選考書類説明報告書の作成と変更

11) 入札の記載登録

12) 管理および技術入札の開札（I封筒）

13) 費用が予算限度枠と同額または以下の入札に対する管理および技術的評価

14) 技術水準の決定

15) 技術水準の通知・公示（落札者）

16) 異議申し立て期間

17) 技術的評価合格参加者に対する入札公開の招聘

18) 費用入札の開札（II封筒）、演算修正、および落札者の決定

19) 落札者（費用が予算限度枠と同額または以下の）との技術的および費用説明と交渉の確認

20) 落札者の決定（裁定）

21) 契約の署名
e. 最低費用評価方式、2封筒方式

1) 事前資格審査の公示

2) 事前資格審査書類の取得

3) 事前資格審査書類の記載登録

4) 事前資格審査書類の評価

5) 事前資格審査結果の決定

6) 事前資格審査結果の公示

7) 事前資格審査の異議申し立て期間

8) 最終選定候補者名簿に残ったコンサルタントに対する招聘

9) 一般選定書類の取得

10) 入札説明書

11) 選定書類説明報告書の作成と変更

12) 入札の記載登録

13) 管理および技術入札の開札（I封筒）

14) 管理および技術の評価

15) 管理および技術の評価結果の公示・通知

16) 合格者のための改札招聘

17) 費用入札の開札（II封筒

18) 費用入札の評価

19) 落札者の決定

20) 落札者の公示

21) 異議申し立て期間

22) 落札者との技術的説明と費用の交渉

23) 落札者の指名

24) 契約の署名
(2) 限定選定方式および直接選考方式によるコンサルタント・サービス提供者の選考手続きは、基本的に一般選定奉仕によるコンサルタント・サービス提供者選定手続きと同じで、最終選定候補者名簿の作成方法においてのみの違いである。

(3) 直接指名方式によるコンサルタント・サービス提供者選定の手続きの対象は、以下の通りである。
a. 事前資格審査書類および直接指名書類が添付された選定合格者コンサルタントに対する招聘

b. 事前資格審査書類の記載登録と評価並びに説明書

c. 1つの封筒に管理、技術および費用入札の記載登録

d. 委員会による改札と評価

e. 技術および費用の説明と交渉

f. コンサルタント・サービス提供者の決定/指名

g. 契約の署名

第9部 産品/サービス供給者を決定する権限を有する担当官

第26条

産品/サービス供給者を決定する権限を有する担当官とは、以下を云う。

a. 大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/市長、中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業・地方自治体公社取締役会、当該産品/サービス使用者の承諾を必要としないRp.50,000,000,000（500億ルピア）までの金額の調達のための産品/サービス使用者

b. Rp.50,000,000,000（500億ルピア）を超える金額の中央政府予算(APBN)から費用が賄われる産品/サービス調達のための大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/市長、中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業・地方自治体公社取締役会

c. Rp.50,000,000,000（500億ルピア）を超える額の州政府予算(APBD)から費用が賄われる産品/サービス調達のための州知事

d. Rp.50,000,000,000（500億ルピア）を超える金額の県・市の地方政府予算(APBD)から費用が賄われる産品/サービス調達のための県知事/市長

e. 州知事/市長/県知事の承諾によりRp.50,000,000,000（500億ルピア）を超える金額の中央政府予算(APBN)および地方政府予算(APBD)から費用が賄われる産品/サービス調達のための地方自治体公社取締役会

第10部 産品/サービス供給者選定、住民の苦情の異議申し立て

及び競売あるいは選定審査不合格者の異議申し立て

第1節 産品/サービス供給者および住民の苦情の異議申し立て

第27条

(1) 自分自身や他の参加者と共に損害を被ったと思う産品/サービス供給者選定参加者は、以下のような事項がある場合は産品/サービス使用者に対して意義申立書を提出することができる。

a. 産品/サービス供給者選定書類に定められた規定や手続きに対する逸脱

b. 健全な競争を阻害する特定の捏造

c. 調達委員会/調達官および/あるいはその他の権限を有する担当官による権限の乱用

d. 産品/サービス供給者選定の参加者間における汚職/癒着/縁故(KKN)の実体の存在

e. 産品/サービス供給者選定の参加者と調達委員会の委員/調達官、および/あるいはその他の権限を有する政府官僚との間における汚職/癒着/縁故(KKN)の実体の存在

(2) 産品/サービス使用者は、意義申立書の受理後、遅くとも作業日の5日後までに回答しなければならない。

(3) 産品/サービス供給者が(2)項で述べる産品/サービス使用者の回答に不満の場合は、異議申し立ての嘆願書を提出することができる。

(4) 異議申し立ての嘆願書は、上記異議申し立てに対する回答の受理後、遅くとも作業日の5日までに大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/市長、中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業・地方自治体公社取締役会に対して送付する。

(5) 大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/市長、中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業・地方自治体公社取締役会は、異議申し立ての嘆願書の受理後、遅くとも作業日の15日までに回答しなければならない。

(6) 産品/サービス供給者選定の手続きは、異議申し立ての嘆願書に対する回答を待たずそのまま継続される。

(7) 異議申し立ての嘆願書が正しいものであると判明された場合は、産品/サービス供給者選考の手続きは、再評価あるいは再選考の手続きが行われるか、または契約の解除が行われる。

(8) すべての苦情は、現行の法規則の規定に基づき苦情を受理する政府機関/担当官により事後処理が行われる。

第2節 再入札/選考

第28条

(1) 調達委員会/調達官が不合格と指摘する一般および限定入札は、以下の場合である。

a. 入札記載登録をする産品/サービス供給者の数が3参加者に満たない場合、または

b. 管理および技術的条件を満たす入札がない場合、または

c. 最低入札額が調達限度枠より高い場合

(2) 調達委員会/調達官が不合格と指摘する一般および限定選定は、以下の場合である。

a. 入札記載登録をするコンサルタント・サービス提供者の数が3参加者に満たない場合、または

b. 管理および技術的条件を満たす入札がない場合、または

c. 説明および折衝に同意/合意する参加者がないために入札価格交渉が不成立となる場合

(3) 産品/サービス使用者またはその他の権限を有する担当官が不合格と指摘する入札/選定は、以下の場合である。

a. 産品/サービス供給者の異議申し立てが正しいと判明した場合

b. 入札/選定の実施が規定された調達書類に合致しない、あるいは逸脱している場合

(4) 入札/選定が不合格の場合は、調達委員会/調達官は直ちに再入札/選定を実施する。

(5) 再入札において、事前資格審査合格の産品/サービス供給者数が2参加者のみの場合は、直接選定過程にある通りの入札要請および折衝が実施される。

(6) 再入札において、入札書類の記載登録する産品/サービス供給者数が2参加者のみの場合は、直接選定過程にある通りの交渉が実施される。

(7) 再入札において、事前資格審査合格の産品/サービス供給者数が1参加者のみの場合は、直接選定指名過程にある通りの入札要請および交渉が実施される。

(8) 再入札において、入札書類の記載登録する産品/サービス供給者数が1参加者のみの場合は、直接指名過程にある通りの入札要請および折衝が実施される。

(9) 再一般/限定選定において、事前資格審査合格のコンサルタント・サービス提供者数が2参加者のみの場合は、直接選定過程にある通りの入札要請および交渉が実施される。

(10) 再一般/限定選定において、入札書類の記載登録するコンサルタント・サービス提供者数が2参加者のみの場合は、直接選定過程にある通りの交渉が実施される。

(11) 再一般/限定選定において、事前資格審査合格のコンサルタント・サービス提供者数が1参加者のみの場合は、直接指名過程にある通りの入札要請および交渉が実施される。

(12) 再一般/限定選定において、入札書類の記載登録するコンサルタント・サービス提供者数が1参加者のみの場合は、直接選定過程にある通りの交渉が実施される。

(13) 産品/サービス供給者は、入札が拒否、あるいは入札/選定が不成立と指摘される場合に入札/選定参加者に対して保証金を提供してはならない。

第11部 産品/サービス調達契約

第1節 契約の内容

第29条

(1) 契約には、少なくとも次の規定を掲載する。

a. 氏名、役職および住所を含む契約に署名する当事者

b. 保証される産品/サービスの種類と数に関する明確な説明によって裏付けられる主要業務

c. 契約内で拘束される当事者の権利と義務

d. 業務契約の金額または価格、並びに支払条件

e. 明確で詳細な技術的条件と仕様

f. 確実な完了/受渡時期のスケジュール並びに受渡条件を伴う完了/受渡場所と納期

g. 実施される業務の技術的/結果の保証および/あるいは実行可能性に関する規定

h. 当事者がその義務を満たさない場合の約束違反および制裁に関する規定

i. 一方的な契約解除に関する規定

j. 強制状態に関する規定

k. 業務執行中に失敗発生した場合の当事者の義務に関する規定

l. 労働者保護に関する規定

m. 環境妨害の形態と責任に関する規定

n. 紛争解決に関する規定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2) 産品/サービスの政府調達契約に関する現行の関係法令の規定とは、インドネシア共和国の法規定を云う。

(3) 国内における産品/サービス調達のための協定/契約は、外貨にて実施することはできない。

(4) 外貨の形態による協定/契約は、ルピア調達資金の負担とすることはできない。

(5) 外貨の形態による協定あるいは契約は、ルピアの形態への変更はできないと共に、逆にルピアによる契約は外貨の形態に変更することはできない。

(6) 本条(3)項、(4)項および(5)項の規定に対する例外事項は、財務大臣、本件に関しては予算総局長の承認を得なければならない。

第2節 契約の種類

第30条

(1) 産品/サービス調達契約は、以下に対して区別する。

a. 報酬形態に基づくもの

1) ランプサム（一式無増減方式）契約

2) 単価契約

3) ランプサム契約と単価契約の合同契約

4) ターンキー契約（完成までの一括契約）

5) 歩合契約

b. 執行期間に基づくもの

1) 単年

2) 複数年

c. 産品/サービス使用者数に基づくもの

1) 単独調達契約

2) 共同調達契約

(2) ランプサム（一式無増減）契約とは、確定した不変の総額で、また工事終了過程に起き得るすべてのリスクを産品/サービス供給者が全面的に負担する方式により、一定期間内に工事全体を完成させるための産品/サービス調達契約を云う。

(3) 単価契約とは、特定の技術仕様による工事の各単位/要素当たりに確定した不変の単価を決定し、また当該工事数量がまだ暫定的な見込みであり、一方支払金額は産品/サービス供給者が履行した工事数量の実績に対する共同計量結果に基づく方式により、一定期間内に工事全体を完成させるための産品/サービス調達契約を云う。

(4) ランプサム契約と単価契約の合同契約とは、ひとつの契約におけるランプサム契約と単価契約を合同した契約を云う。

(5) ターンキー契約（完成までの一括契約）とは、すべての工事/建物、主要および補助的装備品並びに施設（回路）が決定済みの成果基準に応じて正しく機能するまでの確定した不変の総額に基づく方式により、一定期間内に工事全体を完成させるための産品/サービス調達契約を云う。

(6) 歩合契約とは、建設部門におけるコンサルタント・サービス（役務）あるいは特定の請負工事において、当該コンサルタントが上記の建設/請負工事額から一定の歩合に基づく報酬を受ける施工契約を云う。

(7) 単年契約とは、一年間の会計年度用の予算資金を拘束する工事施工契約を云う。

(8) 複数年契約とは、中央政府予算の費用で賄われる調達には財務大臣、州地方予算の費用で賄われる調達には州知事、県/市地方予算の費用で賄われる調達には県知事/市長の同意によって実施される一年間以上の会計年度用の予算資金を拘束する工事施工契約を云う。

(9) 単独調達契約とは、特定の期間内に一定の工事を完成させるためにひとつの作業部署あるいはひとつのプロジェクトと特定の産品/サービス供給者との間の契約を云う。

(10) 共同調達契約とは、協約書に記載される各作業部署の明確な共同作業および共同資金調達に応じて特定の期間内に一定の工事を完成させるために複数の作業部署あるいは複数のプロジェクトと特定の産品/サービス供給者との間の契約を云う。

第3節　契約の署名

第31条

(1) 当事者は、産品/サービス供給者確定決定書の発行から起算して遅くとも作業日14日以内に、また産品/サービス供給者が産品/サービス使用者に対して契約金額の5%の履行保証書を提出した後に契約に署名する。

(2) コンサルタント・サービス業務には、履行保証は必要としない。

(3) Rp.5,000,000（5百万ルピア）以下の金額による調達の契約形態は、十分な金額の収入印紙が貼付された支払い領収書で十分とする。

(4) Rp.5,000,000（5百万ルピア）以上Rp.50,000,000（5千万ルピア）以下の金額による調達の契約形態は、(1)項で述べる履行保証を必要としない作業命令書(SPK)の形式で十分とする。

(5) Rp.50,000,000（5千万ルピア）以上の金額による調達の契約形態は、(1)項で述べる履行保証による産品/サービス調達契約の形式で十分とする。

(6) 契約の拘束を行う場合、当事者は当該政府機関管理者あるいはその他の政府機関管理者が発行する契約基準または作業命令書をできるだけ適用する。

(7) Rp.50,000,000（5千万ルピア）以上の金額による産品/サービス業務契約は、専門の契約法専門家の意見を受けた後に産品/サービス使用者が署名する。

第4節　契約履行における当事者の権利と責任

第32条

(1) 契約署名後、産品/サービス使用者は、直ちに産品/サービス供給者と共に現地調査を行い、現地調査/現地受渡状況報告書を作成する。

(2) 産品/サービス供給者は、産品/サービス使用者から前払い金を受け取ることができる。

(3) 産品/サービス供給者は、他の当事者に対して請負契約を行うことで主要なすべての業務責任を転換してはならない。

(4) 産品/サービス供給者は、専門的産品/サービス供給者に対しての請負契約を除き、いかなる方法や理由にせよ、他の当事者に対して請負契約を行うことで一部の主要業務責任を転換してはならない。

(5) (3)項で述べる禁止に対する違反に対しては、契約の中で定められる規定に応じた形態および金額の制裁が科せられる。

第5節　前払い金の支払いおよび業務成績

第33条

(1) 前払い金は、次の通り産品/サービス供給者に対して付与される。

a. 小規模事業には契約金額の最高30％

b. 小規模事業以外の事業には契約金額の最高20%

(2) 作業成績に対する支払いは、分割支払金や納税義務を考慮して月額証明制度あるいは期間制度によって実施される。

第6節　契約の変更

第34条

契約の変更については、現行の規定に応じて、業務範囲、作業方法、履行時期の変更が起きた場合は産品/サービス使用者と産品/サービス供給者（当事者）の合意に基づき実施される。

第7節　契約の中止および解除

第35条

(1) 契約の中止は、戦争の勃発、反乱、内戦、それらの事件が統一インドネシア共和国国家に関係する間、暴動並びに政府が公式に認定する自然災害、あるいは契約の中で規定される状態の理由による契約で決定される義務を履行するために当事者の権限外の事項が発生した場合に実施される。

(2) 契約の解除は、当事者が契約に定める約束違反および/あるいは義務および責任を履行しない場合に実施することができる。

(3) 産品/サービス供給者の過失による契約の解除は、以下の形で契約に定める事項に応じた制裁が課せられる。

a. 履行保証書が国の所有となる

b. 前渡し金残額が産品/サービス供給者によって納入される

c. 国へ罰金および補償金を支払う

d. 一定期間ブラックリストに掲載

(4) 産品/サービス使用者は、産品/サービス供給者の過ちによる工事施工の遅滞金が履行保証額を超過してしまった場合、一方的に契約を解除できる。

(5) 産品/サービス使用者の過ちによる契約の解除は、契約および現行の関係法令の規定で定める事項に応じる産品/サービス供給者が受けた損害を賠償する義務の形による制裁が課せられる。

(6) 契約は、契約内容が契約および現行の関係法令の規定に定める規定に違反した場合は法的に取り消される。

(7) 契約は、当事者が調達や契約履行過程において汚職、癒着、縁故(KKN)、不正および虚偽を行ったことが証明された場合は取り消される。

第8節　契約の委譲

第36条

(1) 業務が契約に記載されている通りに100%終了した後、産品/サービス供給者は業務受渡のため産品/サービス使用者に対し文書にて申請を提出する。

(2) 産品/サービス使用者は、完成/終了した工事/業務実績に対して一部あるいは全体的な評価を行い、契約で条件化されている工事/業務実績の修理および/または不足部分の補充を任命する。

(3) 産品/サービス使用者は、契約規定に応じてすべての工事/業務実績が施工/履行された後工事/業務の譲渡を受ける。

(4) 産品/サービス供給者は、契約の中で定める期間工事/業務実績に対する保守を行う義務を有し、その結果状態を常に工事/業務譲渡時と同様な状態ににすると共に、保守保証を託して保留金の支払いを得ることができる。

(5) 最低の保守期間は恒久的業務の場合は６ヶ月間、半恒久的事業の場合は３ヶ月間とし、保守期間は予算年度を超過することができる。

(6) 保守期間が終了した後、産品/サービス使用者は産品/サービス供給者に対して保守保証を返還する。

第9節　制裁

第37条

(1) 産品/サービス供給者の過失により工事/業務完成に遅滞が発生した場合は、当該産品/サービス供給者は少なくとも契約金額の一日当たり1％の遅滞金が課せられる。

(2) 単に産品/サービス使用者の過ちあるいは過失による工事/支払いの遅滞が発生した場合は、産品/サービス使用者はその遅滞の結果産品/サービス供給者が負担する損害を支払い、その金額は現行の関係法令の規定に応じて契約の中で定める。

(3) 不注意で産品/サービス使用者に損害を与える企画コンサルタントは、当該コンサルタントの自己負担により企画の再編成義務、および/あるいは損害賠償要求の形による制裁が課せられる。

第10節　紛争の解決

第38条

(1) 産品/サービス使用者と産品/サービス供給者との間に紛争が発生した場合は、両者はインドネシアで効力を有する法律により契約の中で定められた規定に応じて、話合い、仲裁、相談、調停、あるいは裁判所を経る方法によりインドネシアにおいて紛争を解決する。

(2) 上記の方法のいずれかひとつを選択することによる紛争解決の結果の決定は、拘束するもので、上記の紛争解決のために生じるすべての費用は契約の中で定める通り両者が負担する。

第III章 自主管理

第39条

(1) 自主管理とは、自らが計画し、実行し、かつ監督する事業の履行を云う。

(2) 自主管理は、以下によって履行されることができる。

a. 産品/サービス使用者

b. その他の政府機関

c. 贈与の受贈者である市民グループ/市民団体

(3) 自主管理によって実施できる業務

a. 産品/サービス使用者の役割と基本的任務に基づく当該政府機関の人的資源能力の向上を目的とする業務、および/あるいは

b. 業務運営および保守について地元の地域社会の参加を必要とする業務、および/あるいは

c. 規模、性質、場所あるいは当該調達に対しての産品/サービス供給者の関心がないことなどの観点から識別される業務、および/あるいは

d. 前もって詳しく/詳細に計算/決定することができず、その結果産品/サービス供給者が執行した場合に多大なリスクを負うことになる業務、および/あるいは

e. 教育実習、講座、研修、セミナー、ワークショップ、または啓蒙活動の主催、および/あるいは

f. 産品/サービス供給者がまだ実行できない特に技術開発/作業手法的な試験計画（パイロット・プロジェクト）のための業務、および/あるいは

g. 情報処理、政府方針の策定、実験室での実験、特定のシステム開発および大学/政府学術機関による研究的な特別な業務

h. 当該産品/サービス使用者機関にとって機密的な業務

(4) 自主管理手続きは、企画、執行、現場監督および報告を対象とする。

第IV章 国内産品活性化と小規模協同組合を含む小規模事業の参加

第1部　国内資金で支払われる産品/サービス調達

第40条

(1) 政府機関は、以下の義務を有する。

a. 産品/サービス調達における調達企画および国内技術を含む国内生産の産品/サービスの利活用を最大限にすること。

b. 国内の産品/サービス供給者の活用を最大限にすること。

c. 小規模協同組合並びに住民集団を含む小規模事業のための事業割当供給を最大化すること。

(2) (1)項で述べる政府機関の義務は、協定/契約の準備から終了に至るまでの産品/サービス調達の各段階において実施される。

(3) 契約には利活用条件を記載する義務を有する。

a. 現行のインドネシア国家規格(SNI)あるいは他の規格、および/あるいは権限を有する関係機関が規定する同水準の国際規格

b. 国内産業の能力に応じた国内産品

c. 国内の専門家および/あるいは産品/サービス供給者

第2部　外国の借入資金・贈与資金で賄われる物品・サービスの調達
第41条

(1) 国際入札を通じた産品・サービスの調達には、国内の産品・サービス供給者をできるだけ広く参加させること。

(2) 輸出金融あるいはその他の融資で賄われる産品・サービスの調達は、価格面でも技術の面からも国にとって最も有利な条件で、国内コンポーネントと国内の産品・サービス提供者を最大限に利用した形で、健全な競争でもって行われなければならない。

(3) 輸出金融あるいはその他の融資で賄われる産品・サービス供給者の選択は、必ず国内で行われなければならない。

(4) 海外よりの輸出金融あるいは贈与に産品・サービス調達の実施は輸出金融／贈与の供与国でのみ行い得るという条件がついている場合も、できるだけ国内産品の産品・サービス利用に努め、国内の産品・サービス供給者を参加させるように努力すること。

第3部　外国企業の参加

第42条

(1) 外国企業は次の金額で産品・サービス調達に参加することができる：

a. 建設工事施工サービスの場合は500億ルピア超

b. 産品・サービスおよびその他のサービスの場合は100億ルピア超

c. コンサルティング・サービスの場合は50億ルピア超

(2) (1)項のような作業を行う外国企業は、該当の部門で十分な能力を有する国内企業がある場合、国内企業とパートナーシップ、サブコントラック、およびその他の形式で事業協力を結ばなければならない。

(3) 本条(1)項および(2)項の規定は、国防大臣／国軍司令官／国軍参謀長が定めた国防省／国軍関係の防衛物資および器具の調達の場合は例外とされる。
第4部 優先価格

第43条

(1) 調達書類では内国産品、および国内請負サービス提供者の優先価格の提示が義務付けられる。

(2) 外国借款で費用が賄われる外国産品/サービス調達における国内生産品に対する優先価格額は、輸入関税を含まない輸入品入札価格の最大15％であること。

(3) 国内の請負業者が行う請負サービス業務の優先価格額は、外国請負業者の最低入札価格の7.5%であること。

第5部　国内生産の利用

第44条

(1) 物品・サービスの調達には産品・サービスの分野、サブ分野、種類、グループ毎に一定の要件に基づく国内生産の産品・サービスが含まれている産品・サービスの目録表で表示されねばならない。

(2) (1)に云う国内産品の産品・サービス目録表及び情報の拡大についての規則は工業及び商業の分野の省により発せられる。

第6部 小規模協同組合を含む小規模事業の参加と業務割当

第1節　小規模協同組合を含む小規模事業の参加

第45条

(1) プロジェクト/業務の企画および予算編成の過程において、政府機関は小規模協同組合を含む小規模事業のための産品/サービス調達額を指示し、かつ決定する。

(2) 協同組合を担当する省庁と中小事業者は、産品/サービスの政府調達における小規模協同組合を含む小規模事業の活性化を調整する。

(3) 協同組合を担当する機関管理者と中小事業者は、州/県/市の関係機関と共同して当該地域における産品/サービスの政府調達計画に関する小規模協同組合を含む小規模事業の機会についての情報を広め、また小規模協同組合を含む小規模事業に対する小規模事業のための事業機会（ビジネスチャンス）要覧を作成する。

第2節　小規模協同組合を含む小規模事業に対する業務割当

第46条

Rp.1,000,000,000（10億ルピア）までの産品/サービス、請負サービス、その他のサービス調達の業務割当額は、小規模協同組合を含む小規模事業が執行できない技術的能力を求める業務割当用を除き、小規模協同組合を含む小規模事業を対象としている。

第V章 指導と監督

第1部 指導

第47条

(1) 政府機関は、本大統領令が正しく把握・実施されるよう、関係する当該機関のすべての立案者、執行者、および監督官に対して周知徹底させると共に集中的な技術指導を行う。

(2) 政府機関は、内国産品利活用と小規模協同組合を含む小規模事業のための事業機会の拡大を最大化する義務を含む産品/サービス調達の実施監督に対して責任を有する。

(3) 産品/サービス使用者は、四半期ごとに当該機関の管理者に対して産品/サービス調達の累積実施結果を報告する義務を有する。

(4) 政府機関は、会計年度実施初期ごとに産品/サービス調達計画を公開、公表する義務を有する。

(5) 政府機関の管理者は、小規模協同組合を含む小規模事業に対して産品/サービス調達の枠組みにおける許認可に関係するあらゆる費用徴収を免除する義務を有する。

(6) 政府機関は、現行の関係法令の規定に基づく課税徴収を除き産品/サービスの政府調達に関するいかなる形態の徴収をも行ってはならない。

第2部 監督

第48条

(1) 産品/サービス使用者は、任用後直ちに書面よる明確な組織、任務説明および機能、書式による実施対策、実施義務のある活動を叙述する作業計画、雇用形態、達成目標、作業実施方法および作業手順を作成し、直属の上司および当該機関内部の監督部署へ送付する。

(2) 産品/サービス使用者は、当該任務執行に関する進展や障害について活動/プロジェクトごとの会計記録および会計報告を行うと共に、工事/業務成果を直属の上司および当該機関内部の監督部署へ送付する。

(3) 産品/サービス使用者は、入札/選定過程の報告書を含むすべての産品/サービス調達実施書類を保管管理する義務を有する。

(4) 政府機関は、それぞれの機関の産品/サービス使用者および調達委員会/調達官に対する監督の実施と現行の規定に基づく調査実施のために職務監督官を任命する。

(5) 政府機関における監督部署は、産品/サービス調達の実施における活動/プロジェクトの監督を行い、また問題あるいは逸脱に関係する地域住民の提訴を引き受け、その事後処理をした後、財政開発監督庁(BPKP)長官に対する写しを送付すると共に、当該機関の大臣/長へ調査結果を報告する。

(6) 産品/サービス使用者は、提訴を行ったり、あるいは説明を求める調達参加者/地域住民に対してその権限の範囲内にある産品/サービス調達に関する意見発表/情報提供をする義務を有する。

第3部 管理の事後処理

第49条

(1) 産品/サービス調達の規定および手続きの違反が判明した当事者に対しては、

a. 行政制裁が課せられる

b. 民事訴訟における損害賠償請求で告訴される

c. 刑事訴訟手続きのための報告がなされる

(2) 制裁が課せられる産品/サービス供給者の行為および態度は、以下の通りである。

a. 調達/契約書類に定められた規定や手続き、および/あるいは現行の関係法令の規定に反する願望を満たすため直接または間接的ないかなる形態や方法にせよ権限を有する調達委員会/調達官に影響を与えようとした場合、

b. 産品/サービス調達実施手続き以外において入札価格を定めるため他の産品/サービス供給者と共謀し、健全なる競争を損じ/妨害し/弱小化させ、また喪失させ、かつ他の当事者に損害を与える場合、

c. 調達書類で定める産品/サービス調達の条件を満たすために不正な書類、あるいは説明を作成および送付する場合

d. 調達委員会が正当化できない、および/あるいは受理できない種々の理由で辞退の場合

e. 責任を持って契約に基づく業務を終了させることができない場合

(3) (2)項に述べる行為あるいは態度に対しては、当該産品/サービスの政府調達の機会に関与する産品/サービス供給者に参加させない措置が取られた後、現行の関係法令の規定に基づく制裁が課せられる。

(4) (3)項で述べる制裁措置は、産品/サービス使用者あるいは権限を有する政府官僚が下記に対して報告する。

a. 大臣/国軍司令官/国家警察庁長官/機関管理者/知事/県知事/市長、中央銀行総裁審議会/公団管理者/国営企業/地方自治体公社取締役会
b. 当該産品/サービス供給者営業許可を発行する権限を有する担当官

(5) 小規模協同組合を含む小規模事業者を対象とする機会、および/あるいは便宜の乱用が証明された非小規模協同組合を含む非小規模企業に対しては、小規模事業に関する1995年法律第9号に規定される制裁が課せられる。

第VI章 政府調達政策の開発

第50条

(1) 産品/サービスの政府調達政策の開発は、独自の大統領令の規定によって設立される政府調達政策開発協会(LPKPP)が実施する。

(2) 政府調達政策開発協会(LPKPP)は、遅くとも2005年1月1日までには設立されていなければならない。

(3) 政府調達政策開発協会(LPKPP)の設立準備対策は、国家開発企画担当国務大臣/国家開発企画庁長官によって調整される。

第VII章 その他の規定

第51条

事業体による政府協力型を通じて実施される産品/サービス調達の規定は、独自の大統領令で規定される。

第VIII章 移行規定

第52条

(1) 産品/サービス使用者および調達委員会/調達官は、遅くとも2005年1月1日までに第9条および第10条で定める産品/サービスの政府調達の適正証明書の条件を満たす義務を有する。

(2) 第9条および第10条で定める産品/サービス使用者および調達委員会/調達官のための産品/サービスの政府調達の適正証明書の条件がまだ満たされていない間は、(1)項で述べる期日期限までは産品/サービスの政府調達研修の参加証明書が効力を有する。

(3) 2005年12月31日まで、建設サービス部門においては次の通りの割当規定によって施行される。

a. Rp.1,000,000,000（10億ルピア）以上Rp.3,000,000,000（30億ルピア）までの金額による調達は、中規模事業が実施できない技術能力を求める業務割当用を除き、建設履行サービスの中規模事業を対象とする。

b. Rp.200,000,000（2億ルピア）までの金額による調達は、小規模事業が実施できない技術能力を求める事業割当用を除き、建設企画および管理サービスの小規模事業を対象とする。

(4) 2004年1月1日以前に実施される産品/サービスの調達は、産品/サービスの政府調達の実施指針並びに技術要領に関する2000年大統領令第18号に準拠する。

第IX章 結び規定

第53条

(1) 本大統領令の発効により、

1. 本大統領令が決定される時点で今なお効力を有する1999年大統領令第6号にて数度改定された中央政府予算実施に関する1994年大統領令第16号

2．産品/サービスの政府機関調達の実施指針に関する2000年大統領令第18号

並びにその技術要領およびすべての改正事項は無効となる。

第54条

本大統領令は、制定された日より発効するものとする。

本大統領令の法制化を各人が周知し得るよう、インドネシア共和国官報に掲載することを指示する。
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